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⑴　自己管理について

⑵　他人への感染予防について

３　日常生活で心がけること

４　差別・偏見について

◦飲酒について
　　禁酒が原則です。
　　肝炎ウイルスキャリアの方のうち、飲酒の習慣がある
　人とない人を比べた場合に、飲酒の習慣がある人の方が、
　肝炎の進行が早まり、肝がんが発生する可能性も高いこ
　とがわかっています。
◦食事について
　　朝・昼・夕と規則正しく、バランスのとれた食事を摂ることが大切です。
　　ただし、Ｃ型肝炎などでは、肝臓に鉄分がたまることで炎症が悪化するた
　め、肝臓に鉄が多くたまっている方は、鉄分を多く含む食品(レバー、貝類
　など)を控えることが大切です。
◦運動について
　　慢性肝炎、肝硬変の初期では筋肉量を維持することが大切なため、運動制
　限はありません。適度な運動は生活習慣病や脂肪肝になるのを防ぐため、軽
　いジョギングやウォーキングなどの有酸素運動が適しています。

　主として、感染している人の血液が他の人の血液の中に入ることによって感
染します。肝炎ウイルス検査で陽性と判定された方は、病院等で受ける説明を
よく遵守し、感染予防に努めることが大切です。

　肝炎ウイルスは、普段、日常生活を送るうえでの接触、例えば、握手、食器
の共用、入浴等で感染することはありません。
　また、肝炎患者の方の中には、インターフェロン治療等に伴う副作用（頭痛、
発熱、倦怠感、抑うつ等）や通院等で、生活に負担が多い方もおられます。
　肝炎患者等を含めた県民が、肝疾患に関する正しい知識を身につけ、差別や
偏見のない思いやりのある社会を目指すことが大切です。
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■概要

■対象者

■助成内容

■助成期間

■受給者証の交付申請

５　山口県の肝炎医療費助成制度等

　※山口県では受給者の概ね9割の方が月額自己負担額1万円となっております。

　この事業は、Ｂ型・Ｃ型ウイルス性肝炎の患者さんにインターフェロン治療費、Ｂ型
ウイルス性肝炎の患者さんに核酸アナログ製剤治療費を助成するものです。助成期間は、
患者さんお一人につき原則として1年以内で、治療予定期間に即した期間となります。

　山口県在住で医療（健康）保険に加入する下記に該当する方のうち、認定基準を満た
す方。
◦Ｂ型・Ｃ型ウイルス性肝炎で、根治を目的とするインターフェロン治療を受けている
　方、または治療予定の方。（肝がんの合併のないもの）
◦Ｂ型ウイルス性肝炎で核酸アナログ製剤治療を受けている方、または治療予定の方。
※インターフェロン治療のうち、少量長期投与については助成の対象となりません。

　助成対象となる治療費（保険診療分）について、窓口での負担が本助成制度で定める
自己負担限度月額を超えた場合に公費で助成を行います。この自己負担限度月額は、患
者さんの世帯の所得状況により下記のとおりとなっています。

　助成期間は、患者さんお一人につき原則として1年以内で、治療予定期間に即した期
間となります。
　※Ｃ型肝炎のインターフェロン治療については、特定の条件を満たす場合に、6ヶ月
　　間の延長や、2回目の制度利用が認められます。
　※Ｂ型肝炎のインターフェロン治療については、特定の条件を満たす場合に、2回目
　　の制度利用が認められます。
　※Ｂ型慢性肝疾患に対する核酸アナログ製剤治療については、更新が可能です。

階層区分 世帯全員の市町村民税
（所得割）の合計額

自己負担限度額
（月ごと）

甲 ２３５，０００円以上 ２万円

乙 ２３５，０００円未満 １万円

　なお、B型肝炎については現在、母子間感染防止事業として妊婦のHBS抗原
検査を行い、陽性者の乳児にB型肝炎ワクチンなどの投与を行うことで、適切
な感染防止対策がとられています。

　本助成制度による助成を受けるには、あらかじめ受給者証の交付申請(申請書類等は
次頁参照)を行い、県の認定協議会の審査で認定されることが必要です。治療中の方、
これから治療を受けられる予定の方は、主治医とよく相談の上、必要書類を揃えて、申
請窓口である、もよりの健康福祉センター (下関市の場合は、下関市立下関保健所)へ
申請してください。
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【交付申請に必要な書類】

■お問い合わせ先

■受給者証交付手続きの流れ

①受給者証交付申請 ②進達

④受療
（自己負担額の支払）

③受給者証交付

山口県

委託契約

①　肝炎治療受給者証交付申請書(治療ごとに所定の様式)
②　医師の診断書(治療ごとに所定の様式)
③　患者さんのお名前が記載された医療(健康)保険証のコピー
④　患者さんと同一の世帯に属する方全員が記載された住民票等の写し
⑤　患者さんと同一の世帯に属する方全員の市町村民税課税証明書の写し
①～⑤の書類を揃えて、もよりの健康福祉センターに提出してください。

※また、同一の世帯に属する方について、特定の条件を満たす場合には、市町村
　民税の合算対象から除外することが可能です。この場合には、別途申請書・添
　付書類が必要となりますので、健康福祉センターにお問い合わせください。

上記のうち①申請書、②診断書の様式は健康福祉センター窓口にあります。
また、山口県ホームページ（http://www.pref.yamaguchi.lg.jp/cms/a15200/index/）
からも様式を入手できます。

　助成制度に関するお問い合わせやご相談については、もよりの健康福祉センターで
承っています。（P21「7　相談窓口等』の項をご参照ください）
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Ｑ. 受給者証の申請から交付までどのくらい時間がかかりますか？

Ａ.

Ｑ.

Ａ.

Ｑ.

Ａ.

Ｑ.

Ａ.

肝炎治療費助成　Ｑ＆Ａ

医療費助成制度は何度も受けることができますか？

医療機関や薬局を変更したいのですが？

本助成制度による助成を受けるには、あらかじめ受給者証の交付申請を申請窓
口であるもよりの健康福祉センター（下関市の場合は、下関市立下関保健所）
に申請し、県の認定協議会の審査で認定されることが必要です。
申請から認定協議会で認定され、お手元に受給者証が届くまでには概ね、1～
2ヶ月の期間を要します。有効期間の始まりは、申請月の初日又は治療予定月
の初日からとなっています。
治療中の方、これから治療を受けられる予定の方は主治医とよく相談の上、申
請してください。

医療機関や薬局は受給者証に記載のあるものしか対象となりません。
よって、医療機関や薬局の変更や追加がある場合は、変更届をもよりの健康福
祉センター (下関市の場合は、下関市立下関保健所)に提出してください。
その他、住所の変更や自己負担額の階層区分の変更についても、同様に変更届
を提出する必要があります。

Ｂ型・Ｃ型肝炎の根治を目的としたインターフェロン治療については、原則、
お一人につき1回、1年以内で治療予定期間に即した期間の助成となります。
ただし、一定の基準を満たす場合には6ヶ月の延長や2回目の助成を受けるこ
とができます。
また、Ｂ型慢性肝疾患に対する核酸アナログ製剤治療については、医師が治療
継続を必要と認めた場合には、受給者証の更新が行えます。
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～肝炎治療受給者証の交付を受けられた方へ～

インターフェロン治療等による副作用が発生した際には、当該治療の中断を防
止するために併用せざるを得ない副作用の治療について、受給者証の認定期間
中に限り、助成の対象となります。
よって、インターフェロン治療等を中断して行う副作用に対する治療は助成の
対象となりません。

インターフェロン治療等による副作用に対する治療は助成の対
象となりますか？

17

その他の助成制度等

～特定疾患治療研究事業について～

～肝臓機能障害に係る身体障害者手帳の交付について～

対象者：

窓　口：

対象者
　　　　
窓　口

次の疾患ごとに、国が定めた認定基準に該当する方。
サルコイドーシス、難治性の肝炎のうち劇症肝炎、アミロイドー
シス、原発性胆汁性肝硬変(症候性)、重症急性膵炎、バッドキア
リ症候群、ライソゾーム病、ミトコンドリア病等。
もよりの健康福祉センター (下関在住の方は下関市立下関保健所)
問い合わせ先は、P21「7　相談窓口等』の項をご参照ください。

　平成22年4月より身体障害者手帳の交付対象に、肝臓機能障害が加わりました。　
　身体障害者手帳は、身体障害者認定基準に該当する方に対し交付されるもの
であり、手帳の交付により各種サービスや運賃割引、税金の減免などを受ける
ことができます。

身体障害者認定基準に該当する方。
（対象となるかは、専門医療機関の専門医とご相談ください。）
お住まいの市町障害福祉担当課
問い合わせ先は、P21「7　相談窓口等』の項をご参照ください。

　受診に際しては、受給者証に記載されている医療機関・薬局において、必ず受給
者証を提示し、｢自己負担限度月額管理票｣ へ支払った対象医療費の額を記載して
もらってください。
　また、核酸アナログ製剤治療については、医師が治療継続を必要と認める場合、
肝炎治療受給者証の更新申請をすることができます。
　更新は、現受給者証の有効期間満了日までに申請をする必要があり、有効期間満
了後に申請された場合は、治療費助成の対象外となる期間が発生しますので、ご注
意ください。

Ｑ.

Ａ.

受給者証の申請は郵送でも可能ですか？

受給者証の交付申請は、原則、もよりの健康福祉センター（下関市の場合は、下関
市立下関保健所）窓口で申請してください。
ただし、B型慢性肝疾患に対する核酸アナログ製剤治療の更新については、郵送
によることも可能です。
その際は必要書類を揃えて、もよりの健康福祉センター（下関市の場合は、下関
市立下関保健所）へ申請してください。 　国が指定した疾患について、医療及び介護費用の自己負担の全部または一

部を公費負担しています。(ただし、症状の程度により該当しない場合もあり
ます)ここでは、肝臓の障害に関する特定疾患のみご紹介します。
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